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で（ギリシャは 原加盟国だが 加盟は 1999 年）， に未加盟な
がら開発援助では重要な位置を占めるとみられた日本のように早くからメ
ンバーとなった国もあった（日本は 1964 年に に加盟するが，それ以前
から および 参加国）。 に出席するのはメンバー国の開発担当
5) 創設の経緯とその後の発展については
を参照。

























『産業経営』53 号，2018 年 12 月，所収）を参照。
7) 世銀の対日借款については浅井良夫「世界銀行の対日政策の形成─
1951～56 年─」（上・中・下）（成城大学『経済研究』204 号，2014 年 3
月；215 号，2017 年 1 月；216 号，2017 年 3 月，所収），同「高度経済成長




























成城・経済研究 第 230 号（2020 年 12 月）
─ 14 ─
援助を要求する側から とは対極の議論を展開する12)。しかし
が発足直後に「向こう 10 年間で加盟国は 50％の経済成長」という目標を
































































































































1972 年の第三回 総会に向けて は が要求してき
た貿易にかかわる債務の繰延（リスケジューリング）を一蹴して以下のよう
な結論を述べている。債務繰延に応じれば「公式の輸出信用，もしくは公































対 14，棄権 12 で採択された。



































































者の経営代表＝ が唱導していった33)。1975 年 3 月に に出席し















































1977 年 2 月には「途上国への実物資源移転に関する世銀・ 合同閣
僚級委員会」（
，通称「開発委員会」
）の作業部会が 1960 年代から 70 年代にかけての
の配分状況を ， それに社会主義圏を比較して考察する資













































成城・経済研究 第 230 号（2020 年 12 月）
─ 26 ─
議論は，途上国の経常収支均衡を追求するあまり，慢性的な経常赤字を伴
った長期的な工業化過程，それを補う公的援助の拡大という視点を欠いて
いたことになる。この点では へのこだわりを持ち続けた
の主張が正鵠を射ていたことになり，それは初期の構造主義開発経済学の
再評価を試みたフィッシャー論文の見立てと重なる。しかし，こうした
「工業化と都市化」に邁進したメキシコ等の中所得国において債務が累積
していく過程，とりわけ や が強調した民間資本の役割につい
ては，フィッシャーの議論はやや粗削りな仮説にとどまり，歴史的な実証
が待たれているともいえよう。問題は，経常収支をはじめとする「均衡」
観，それと裏腹をなす「成長」像が，1970 年代に入ってから国際機関や
より広く経済・社会の文脈において拡散と混迷の時代を迎えたということ
ではないだろうか。
いうまでもなく本稿における以上の見通しは援助供与側の，それも国際
機関の公式の見解に依拠したものであり，被援助側の多様な援助獲得・開
発戦略─ 重視か，民間投資優先か，あるいは輸入代替工業化か輸
出主導工業化か─の選択の問題には立ち入っていない40)。援助供与国
の側でも，日本のように累積債務問題の表面化とともに「 大国」へ
の名乗りを挙げていくような独特な類型は位置付けられていない41)。累積
債務問題についての包括的な歴史像の提示は今後の課題となる。 （以上)
40) この点については，アジアにおける開発の諸類型を論じた秋田茂『帝国から
開発援助へ─戦後アジア国際秩序と工業化─』（名古屋大学出版会，
2017 年）を参照。
41) 以下の試論を参照。
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